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市町村決算カードについて 

 

１ 概要 

  地方自治法（昭和 22 法律第 67 号）第 252 条の 17 の 5 第 1 項及び第 2 項の規定に基づき実施された、地方財

政状況調査（決算統計）の集計結果に基づき、各市町村の普通会計歳入・歳出決算額、各種財政指標等の状況に

ついて、市町村ごとに 1 枚のカードにまとめたものである。 

 

 

２  主な用語について 

 

(１) 基準財政需要額 

 普通交付税の算定に当たって、各地方公共団体が合理的、かつ標準的な水準の行政運営を行うために必要な一般

財源の額を算定するものであり、行政項目ごとに次の算式により算出されるものである。 

 

 
基準財政需要額 ＝ 単位費用 × 測定単位 × 補正係数 

 

(２) 基準財政収入額 

 普通交付税の算定に当たって、各地方公共団体における法定普通税を中心とした税収入額を一定の方法により算

定した額の 75％相当額をいう。その算定は、①市町村民税や固定資産税などの税収入見込額の 75％、②税交付金

（利子割交付金・配当割交付金・株式等譲渡所得割交付金・地方消費税交付金・ゴルフ場利用税交付金・自動車取

得税交付金・軽油引取税交付金）の収入見込額の 75％、③地方譲与税の収入見込額、④交通安全対策特別交付金の

収入見込額、⑤地方特例交付金の収入見込額の 75％を合算したものである。 

  なお、地方税などの全額を基準財政収入額に算入しない(100％ではなく 75％算入する)のは、基準財政収入額に

算入されない残りの 25%分は留保財源として地方公共団体の自立性、独立性を保障し、自主財源である地方税の税

収確保に対する努力を削がない等の理由からである。 

 

 
基準財政収入額 ＝ 標準的な地方税収入×75／100 ＋ 地方譲与税※等 

    ※地方譲与税とは …  地方揮発油譲与税・石油ガス譲与税・特別とん譲与税・自動車重量譲与税・ 

               航空機燃料譲与税の合算額 

 

(３) 標準税収入額等 

 地方税及び地方譲与税等の収入見込額の理論値をいう。 

 

 

標準税収入額等 ＝ 

｛基準財政収入額 － （ 地方譲与税 ※ ＋ 市町村民税所得割における

税源移譲相当額の 25％ ＋ 交通安全対策特別交付金 ＋ 地方消費税に係る

引き上げ分の 25％ ）｝× 100/75 ＋ （ 地方譲与税 ※ ＋ 交通安全

対策特別交付金 ） 
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(４) 標準財政規模 

 地方公共団体の標準的な状態で通常収入されるであろう経常的一般財源の規模を示すもので、標準税収入額等に

普通交付税、臨時財政対策債発行可能額を加算した額。 

 なお、平成 16 年度から標準財政規模には臨時財政対策債発行可能額を含める制度となっているが、決算状況調

査では平成 20 年度から臨時財政対策債発行可能額を含めた表記としている。 

 

 
標準財政規模 ＝ 標準税収入額等 ＋ 普通交付税額 ＋ 臨時財政対策債発行可能額 

 

(５) 財政力指数 

 地方公共団体の財政力を示す指数で、基準財政収入額を基準財政需要額で除して得た数値。財政力指数が高いほ

ど、普通交付税算定上の留保財源が大きいことになり、財源に余裕があるといえる。通常過去３か年の平均をいう。 

 原則、単年度で「１」以上の市町村には、普通交付税は交付されない。 

 

 

財政力指数 ＝ 
基準財政収入額  

 基準財政需要額  

 上記により算出した率の平成 26 年度～平成 28 年度の３か年平均 

 

(６) 翌年度に繰り越すべき財源 

 当該年度の歳出予算に計上されている経費を継続費逓次繰越や、繰越明許費の繰越等の手続きにより、翌年度に

繰り越して使用することができる。この繰り越しに充てる財源のことをいう。 

 

(７) 実質収支 

 歳入歳出差引額から、上記の翌年度へ繰り越すべき財源を差し引いた、実質的な収入と支出との差をいう。 

つまり、本来当該年度に属すべき収入と支出の実質的な差額をいう。 

 

 
実質収支 ＝ （ 歳入総額 － 歳出総額 ） － 翌年度に繰り越すべき財源 

 

(８) 単年度収支 

 実質収支は前年度以前からの収支の累積であるので、その影響を控除した単年度の収支のこと。具体的には、当

該年度における実質収支から前年度の実質収支を差し引いた額。 

 

 
単年度収支 ＝ 実質収支 － 前年度の実質収支 
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(９) 実質単年度収支 

 単年度収支から、実質的な黒字要素（財政調整基金への積立額及び地方債の繰上償還額）を加え、赤字要素（財

政調整基金の取崩し額）を差し引いた額。 

 

 

実質単年度収支 ＝ 
単年度収支 ＋ 財政調整基金積立金 ＋ 地方債繰上償還額 

－ 財政調整基金取崩し額 

 

(10) 実質収支比率 

 標準財政規模に対する実質収支額の割合。なお、平成１９年度より分母に臨時財政対策債発行可能額が含まれる。 

 

 

実質収支比率 ＝ 

実質収支 

× 100 
 

標準財政規模 

 

(11) 経常一般財源等比率 

 歳入構造の弾力性を判断するための指標で、経常的に収入される財源のうち、使途が特定されない収入である経

常一般財源の標準財政規模に対する割合。なお、平成１９年度より分母に臨時財政対策債発行可能額が含まれる。 

 

 

経常一般財源等比率 ＝ 
経常一般財源等 

× 100 
 標準財政規模 

 

(12) 経常収支比率 

 地方公共団体の財政構造の弾力性を判断するための指標で、人件費、扶助費、公債費などのように毎年度経常的

に支出する経費（経常的経費）に充当された一般財源の額が、地方税、普通交付税を中心とする毎年度経常的に収

入される一般財源（経常一般財源）の総額と減収補てん債特例分及び臨時財政対策債の発行額の合計額に占める割

合。 

 

 

経常収支比率 ＝ 

経常的経費に充当した一般財源等 

× 100  経常一般財源等総額 ＋ 減収補てん債（特例分）  

  ＋ 臨時財政対策債 

 

 (13)公債費負担比率 

 公債費による財政負担の度合いを判断する指数の一つで、公債費に充当された一般財源の一般財源総額に対する

割合。 

 

 

公債費負担比率 ＝ 

公債費充当一般財源 

× 100 

一般財源総額 （減収補てん債（特例分）・臨時財政対策債含む） 
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（14）実質赤字比率 

 一般会計等に赤字額がある場合に、その赤字額を標準財政規模で除した比率。黒字の場合、比率なしとなる。早

期健全化基準は財政規模に応じ 11.25％～15%以上、財政再生基準は 20％以上となっている。 

 

 

実質赤字比率 ＝ 
一般会計等の実質赤字額 

× 100 
 標準財政規模 

 

（15）連結実質赤字比率 

 全ての会計の赤字額や黒字額を合算し、団体全体としての赤字額がある場合に、その赤字額を標準財政規模で除

した比率。黒字の場合、比率なしとなる。早期健全化基準は財政規模に応じ 16.25%～20%以上、財政再生基準は 30

%以上となっている。 

 

 

連結実質赤字比率 ＝ 
連結実質赤字額 

× 100 
 標準財政規模 

 

(16) 実質公債費比率 

 一般会計等の地方債償還金に限らず、公営企業会計の地方債償還金に充てたと認められる一般会計からの繰出金

や、一部事務組合が起こした地方債の償還金に充てられたと認められる負担金など、一般会計等が実質的に負担し

たと考えられる公債費の額を、標準財政規模（普通交付税の基準財政需要額に計上される額を除く。）で除した比

率。 

 地方債協議制度の下で、18%以上になると地方債の発行に際し許可が必要。早期健全化基準は 25％以上で、財政

健全化計画の策定を前提として地方債の発行に際し許可が必要。財政再生基準は 35％以上で、財政再生計画の同

意がなければ災害復旧事業債等を除いて起債が制限される。 

 

 
実質公債費比率 ＝ 

（Ａ＋Ｂ）－（Ｃ＋Ｄ） 
× 100 

 （Ｅ－Ｄ） 

  Ａ：地方債の元利償還金（繰上償還等を除く） 

 Ｂ：地方債の元利償還金に準ずるもの（「準元利償還金」） 

 Ｃ：元利償還金又は準元利償還金に充てられる特定財源 

 Ｄ：元利償還金及び準元利償還金のうち、基準財政需要額に算入された額 

 Ｅ：標準財政規模 

 上記により算出した率の平成 26 年度～平成 28 年度の３か年平均 
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（17）将来負担比率 

 一般会計等の地方債残高、債務負担行為に基づく支出予定額、退職手当の負担見込額、出資法人への損失補償や

公社の負債など、当該団体が支払う可能性のある負担額（将来負担額）を標準財政規模（普通交付税の基準財政需

要額に計上される額を除く。）で除した比率。 

 早期健全化基準は 350％（政令指定都市は 400％）、財政再生基準は設けられていない。 

 

 
将来負担比率 ＝ 

（Ａ－Ｂ） 
 × 100 

 
（Ｃ－Ｄ) 

 Ａ：将来負担額 一般会計等の地方債現在残高 

債務負担行為に基づく支出予定額（地方財政法第５条各号に該当するもの。） 

公営企業会計等の地方債元金償還金に対する繰出見込額 

加入する組合が起こした地方債元金償還の負担見込額 

退職手当の負担見込額 

設立した法人等の負債、損失補償等の負担見込額 

連結実質赤字額 

組合等の連結実質赤字額 

 Ｂ：充当可能財源 

  

地方債の償還に充当可能な基金額及び特定財源 

地方債現在高等の基準財政需要額への算入見込額 

 Ｃ：標準財政規模  

  Ｄ：元利償還金及び準元利償還金のうち、基準財政需要額に算入された額 

 

(18) 徴収率（納税率） 

 市町村税収入額の市町村税調定額に対する比率である。 

 

 

徴収率 ＝ 

市町村税収入額 

×100 
 市町村税調定額 

 

(19) 義務的経費 

 支出が義務づけられ、任意に削減することができない経費 

 
 

 義務的経費 ＝ 人件費 ＋ 扶助費 ＋ 公債費 

 

(20) 投資的経費 

 支出の効果が資本形成にむけられ、施設等がストックとして将来に残るものに支出される経費 

 
  

 投資的経費 ＝ 普通建設事業費 ＋ 災害復旧事業費 ＋ 失業対策事業費 
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３ その他 

・ 構成比、各区分別経常収支比率については、各項目で端数処理をしているため、表上の計算と一致しない場

合がある。 

 ・ 他の団体と比較検討する場合は、類型番号、平成 28 年度交付税種地区分、平成 29 年１月１日現在住民基本

  台帳人口等により類似している団体を選び行ってください。 

 

○ 類型の設定基準の表（平成 27 年国勢調査の結果に基づいて行われた類型の組替えに従ったものである。） 

 

ア 大都市（１類型） さいたま市 

イ 中核市（１類型） 川越市、越谷市 

ウ 特例市（１類型） 川口市、所沢市、草加市、春日部市、熊谷市 

 

エ 都市の類型設定基準 

 産業構造  Ⅱ次、Ⅲ次 

90％以上 

Ⅱ次、Ⅲ次 

90％未満 

    類 

Ⅲ次 

65％以上 

Ⅲ次 

65％未満 

Ⅲ次 

55％以上 

Ⅲ次 

55％未満 

型  

  人 口 ３ ２ １ ０ 

50,000 人未満 Ⅰ Ⅰ－３ Ⅰ－２ Ⅰ－１ Ⅰ－０ 

50,000～100,000 人未満 Ⅱ Ⅱ－３ Ⅱ－２ Ⅱ－１ Ⅱ－０ 

100,000～150,000 人未満 Ⅲ Ⅲ－３ Ⅲ－２ Ⅲ－１ Ⅲ－０ 

150,000 人以上 Ⅳ Ⅳ－３ Ⅳ－２ Ⅳ－１ Ⅳ－０ 

  

 

オ 町村の類型設定基準 

 産業構造  Ⅱ次、Ⅲ次 80％以上 
Ⅱ次、Ⅲ次 

80％未満 
  類 

Ⅲ次 

60％以上 

Ⅲ次 

60％未満 

型  

  人 口 ２ １ ０ 

5,000 人未満 Ⅰ Ⅰ－２ Ⅰ－１ Ⅰ－０ 

5,000～10,000 人未満 Ⅱ Ⅱ－２ Ⅱ－１ Ⅱ－０ 

10,000～15,000 人未満 Ⅲ Ⅲ－２ Ⅲ－１ Ⅲ－０ 

15,000～20,000 人未満 Ⅳ Ⅳ－２ Ⅳ－１ Ⅳ－０ 

20,000 人以上 Ⅴ Ⅴ－２ Ⅴ－１ Ⅴ－０ 

 
（注） 人口は平成 27 年国勢調査、産業構造は平成 27 年国勢調査によった。なお、産業構造の比率は、 
    分母を就業人口総数（分類不能の産業を含む。）とし、分子のⅡ次、Ⅲ次就業人口には分類不能 
    の産業を含めずに算出している。    

 


